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平平平成成成２２２４４４年年年度度度海海海上上上保保保安安安庁庁庁関関関係係係予予予算算算概概概算算算要要要求求求ののの概概概要要要   

   

１１１．．．   要要要求求求ののの基基基本本本的的的考考考えええ方方方   

平成２４年度概算要求に当っては、「新成長戦略」（平成２２年６月

１８日閣議決定）、「東日本大震災からの復興の基本方針」（平成２３

年７月２９日東日本大震災復興対策本部決定）、「平成２４年度予算の

概算要求組替え基準について」（平成２３年９月２０日閣議決定)を踏

まえ、海上における安全・安心の実現等に向けた海上保安体制の充実強

化を図る。 

平成１８年から進めている老朽・旧式化した巡視船艇・航空機等の緊

急整備については、国土交通省行政事業レビューにおける指摘も踏ま

え、平成２３年度に引き続き整備計画を重点化するとともに、海上警察

権の強化や今後の大規模災害への的確な対応を念頭に、体制の整備を進

める。 
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２．海上保安庁関係予算概算要求総括表
（単位：百万円）

23年度
予算額

24年度
要求額

倍率

A B B/A

【物件費】
 <通常枠>

1 31,184 26,695 0.85
・しきしま級巡視船の整備 7,145 7,976 1.11
・巡視船艇・航空機の整備 22,926 17,690 0.77
・船艇・航空基地施設の整備 1,113 1,029 0.92

2 27,645 28,165 1.01
・燃料費 10,619 11,044 1.04
・修繕費等 17,026 17,121 1.00

3 1,186 1,160 0.97

4 1,917 1,724 0.89

5 7,575 7,612 1.00

6 6,846 6,130 0.89

非公共　計 76,353 71,486 0.93

7 4,474 4,072 0.91

通常枠　計 80,827 75,558 0.93

 <重点化措置枠>
- 5,400 -

 <復旧･復興枠> - 6,824 -
・巡視船艇の整備 3,480
・救難・防災資器材の整備 152
・航路標識の防災対策(公共事業) 1,144
・その他 2,048

物件費　計 80,827 87,781 1.08

【人件費】
94,605 95,068 1.00

合 　計 175,432 182,850 1.04

※計数はそれぞれ四捨五入によっている。

人件費

その他

情報通信関係費

海洋調査等推進費

海洋権益を保全するための
海洋調査等の推進

安全・安心で効率的な海上
交通の実現（公共事業）

主要事項等

巡視船艇･航空機の整備費

治安・救難・環境保全・
防災関係費

巡視船艇･航空機の運航費
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概概概算算算要要要求求求ののの主主主ななな事事事項項項（( )内は２３年度当初予算額）   

   

   

１１１．．．海海海上上上警警警察察察権権権ののの強強強化化化ににに対対対応応応しししたたた海海海上上上保保保安安安体体体制制制ののの整整整備備備   
      

３１，３０５（３１，６７３）百万円   

 

(1) しきしま級巡視船の整備 

７，９７６（７，１４５）百万円 

 被害制御・長期行動能力等を備えたしきしま級巡視船（１隻）及び搭

載ヘリコプター（２機）を整備する。 

（継続） 

・ヘリコプター搭載型巡視船       １隻 ６，３４５（４，０８３）百万円 

（継続） 

・搭載ヘリコプター           ２機 １，６３２（３，０６１）百万円 

 

 

 

(2) 巡視船艇・航空機等の整備 

  災害対応能力、荒天下航行能力、夜間捜索監視能力、制圧能力等を備

えた１，０００トン型巡視船及び荒天下飛行能力、航続性、夜間捜索監

視能力等を備えたヘリコプターの整備を重点的に図る。 

 

① 巡視船艇の整備      １９隻〔新規１隻、継続１８隻〕 

１３，６４３（１７，７３０）百万円   

（新規） 

 ・１，０００トン型巡視船  １隻 １，０５３（０）百万円 

  （継続） 

  ・１，０００トン型巡視船      ８隻 ７，２３１（５，７５５）百万円 

  ・３５０トン型巡視船        ３隻 １，５３１（５，８６９）百万円 

  ・３５メートル型巡視艇（消防型）  ６隻 ２，４２１（０）百万円 

  ・ヘリコプター搭載型巡視船     １隻 １，４０７（０）百万円（※） 

 ※ 延命・機能向上工事。 
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② 航空機の整備         １６機〔新規３機、継続１３機〕 

７，５２６（５，１９６）百万円   

 （新規） 

 ・ヘリコプター       ３機 １，００１（０）百万円 

  （継続） 

  ・ヘリコプター及び飛行機     １３機 ６，５２５（５，１９６）百万円 

  

 

 

③ 船艇・航空基地施設の整備 

１，６７１（１，１１３）百万円   

 船艇・航空機の運用に必要な基地施設を整備する。 

 （新規） 

 ・函館航空基地          １３（０）百万円 

  （継続） 

  ・仙台航空基地              ６２９（０）百万円 

  ・新潟航空基地              ２７８（１１４）百万円 

  ・石垣航空基地              ７２３（９１６）百万円 
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２００海里を超える大陸棚の範囲

我我がが国国をを取取りり巻巻くく国国際際情情勢勢をを踏踏ままええたた海海上上警警察察権権のの強強化化  

我我がが国国をを取取りり巻巻くく国国際際情情勢勢

将将来来をを見見据据ええたた海海上上警警察察権権ののあありり方方

  
●●  基基本本的的業業務務にに的的確確にに対対応応しし得得るる体体制制整整備備をを早早期期にに完完了了すするるほほかか、、大大規規模模災災害害ににもも

十十分分対対応応しし得得るる体体制制のの整整備備をを目目指指すす。。  
●●  尖尖閣閣諸諸島島をを含含むむ東東シシナナ海海等等ににおおけけるる広広域域的的なな常常時時監監視視体体制制をを整整備備すするるととととももにに、、

遠遠方方・・重重大大事事案案へへのの対対応応をを可可能能ととすするる体体制制のの整整備備をを目目指指すす。。  

活活発発化化すするる近近隣隣諸諸国国等等のの海海洋洋活活動動  

・我が国領海、排他的経済水域等における近隣諸国等の海洋活動の活発化 
・朝鮮半島情勢の緊迫化 
・世界の海上交通路の要衝における海賊等の被害の発生 
・原子力発電所や臨海重要施設に対するテロや破壊活動の発生のおそれ 

○多数の外国漁船の領海同時入域・操業、領有権を主張する外国人活動家の領海入域等に、
迅速かつ的確に法令を適用し対応する必要 

○外国公船の領海内侵入や領海周辺の航行、我が国海洋調査船に対する外国公船による妨
害等にも、法令に則り適切に対処する必要 

○我が国の主権確保・海洋権益保全等の重要性が高まり、厳重な監視警戒を要する海域が飛
躍的に拡大するため、事案発生に備えたしょう戒体制から常時監視体制に移行していく必要 

○遠方海域における日本船舶等の安全確保のための法執行活動に対応していく必要 

○海難救助、海上犯罪の取締り、災害対応等の基本的業務に引き続き的確に対応するととも
に、大規模災害対応やテロ対策等の治安維持業務への対応を強化する必要  

【【海海上上警警察察権権のの強強化化にに向向けけたた体体制制整整備備のの方方向向性性】】  

外外国国漁漁船船のの違違法法操操業業へへのの対対応応  

ゴムボートによる

外国漁船の規制

大大陸陸棚棚延延伸伸にに伴伴うう  
管管轄轄海海域域のの拡拡大大  

 

中国公船と監視警戒する巡視船 中国公船と監視警戒する巡視船 

外国漁船に強行接舷する巡視船 

領有権主張活動家船舶 

を規制する巡視船 
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しきしま級巡視船及び搭載ヘリコプター 

全長      約150.0メートル 

幅       約17.0メートル 

深さ      約10.0メートル 

総トン数 約6,500トン 

主要目・主な特徴

・被害制御能力 

・強力な制圧力 

・長期行動能力 

・大型のヘリ２機搭載 

４０ミリ機関砲 

２０ミリ機関砲 

遠隔監視採証装置

 ４０ミリ機関砲 

高い輸送能力 
（エンジン、キャビン）

赤外線 
捜索監視装置

捜索用レーダー

 

 

 

 

 

 

スーパーピューマ級ヘリコプター×２機 

 

 

 

 

 

 

新型のヘリコプター 

赤外線捜索監視装置 航空機衝突予防警報装置 

吊上げ装置 

自動操縦装置 

画像伝送機上装置 

 

・捜索監視能力   ・夜間・悪天候時飛行能力 

・高速性能     ・長距離の航続性能 

主な特徴 
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(3) 大型巡視船における不審事象の探知・事案対応能力の強化 

及び沿岸事案対応体制の強化等（定員要求） 

３４８人〔３４５人〕 

① 我が国を取り巻く国際情勢が変化する中、不審事象を早期に認知

し、的確に対応するためには、各種監視装置を活用した情報の収集、デ

ータベースとの照合等による情報分析、これに基づく対処方針の立案・

調整が不可欠であるが、現在は運航要員がこうした業務を兼務している

ため、不審事象の探知につながる監視等の体制が十分ではないほか、船

長を補佐し業務全般の指揮監督にあたる業務管理官を補佐する要員が不

十分である。 

このため、情報収集・分析、対処方針の立案、業務の監督等に専従す

る要員（運用司令科）を配置し、事案対応能力を強化する。 

※平成２４年度は、大型巡視船（ＰＬ型）への配置を予定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 空き巡視艇ゼロを目指した巡視艇の複数クルー制拡充により、海上

保安体制を強化する。 

 

 

 

 

 

 

(4) 人的資源の充実・強化 

４８８（４８９）百万円   
高度化・専門化する海上保安業務に的確に対応できる人材を育成する

ため、英語をはじめとする外国語研修等、業務研修を充実させる。 

第１クルー 第２クルー 

舵 

レーダレーダ 

操船 

指揮 

見張見張 
操舵 

   

(各種捜索・監視装置) (データベース等) 

情報の収集・分析、対処方針の立案・

調整を運航要員が兼務して対応 

【OIC(オペレーション室)】 

兼
務

兼
務

【操舵室】 

しょう戒時の現体制 

舵 

レーダレーダ

操船

指揮

見張見張
操舵 

(各種捜索・監視装置) (データベース等) 

【OIC(オペレーション室)】 

【操舵室】 

しょう戒時の新体制 

 

運用司令科 

運航 

情 報 収 集 ・

分析 

対処方針の

立案・調整 

情報の収集・分析、対処方針の立案・

調整を専従の要員が対応 

情報収集・分析 

対処方針立案・調整 
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２２２．．．東東東日日日本本本大大大震震震災災災ののの教教教訓訓訓ををを踏踏踏まままえええたたた防防防災災災体体体制制制ののの強強強化化化   
      

４，７７６（０）百万円   

 

 

(1) 巡視船艇の整備（再掲）    ９隻〔新規１隻、継続８隻〕 

３，４８０（０）百万円   

（新規） 

 ・１，０００トン型巡視船  １隻 １，０５３（０）百万円 

  （継続） 

  ・１，０００トン型巡視船      ２隻     ６（０）百万円 

  ・３５メートル型巡視艇（消防型）  ６隻 ２，４２１（０）百万円 

  

 

 

(2) 救難・防災資器材の整備 

１５２（０）百万円 

  潜水作業時間を拡大し、より長時間・広範囲の水中捜索を行うことが

できる新型の潜水資器材を整備するほか、油防除資器材を整備するな

ど、現場第一線の救難・防災能力の向上を図る。 

 

 

 

(3) 航路標識の防災対策（公共事業） 

１，１４４（０）百万円 

  地震や台風といった自然災害に伴う航路標識の倒壊や消灯、各種情報

提供機能の喪失等を未然に防止するため、航路標識の耐震補強、航路標

識用電源の自立型電源化（太陽電池化）等を推進する。 
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全長    約 92.0 メートル  

幅      約 11.0 メートル 

深さ    約 5.0 メートル 

総トン数  約 1,250 トン 

・曳航能力  

・輸送・給水能力 

・監視能力 

・制圧能力 

主な特徴

OIC区画

遠隔監視採証装置 

30ミリ機関砲 

造水装置・給水装置 
救護室

災害対応能力を強化した１，０００トン型巡視船 

災害対応スペース 

災害対応用ハッチ

多目的クレーン

曳航装置

遠隔放水銃 

主要目

３５メートル型巡視艇（消防型） 

・消防能力  

・汎用性 

・高い操縦性能 

・高速性能 

主な特徴

全長    約 37.0 メートル  

幅      約 6.7 メートル 

深さ    約 3.4 メートル 

総トン数  約 125 トン 

主要目

防災情報等表示装置 

放水銃 

赤外線捜索監視装置 

放水銃 

伸縮式放水塔

自衛噴霧装置 

ウォータージェット推進

防災情報等表示装置
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潜水作業時間の拡大 

リブリーザー（新型潜水資器材） 
 

呼吸排気から二酸化炭素を取り除き、

酸素を補って再利用するため、潜水作業

時間が大幅に延び、長時間かつ広範囲の

水中捜索が可能 

潜水作業時間の比較

-45

-40

-35

-30

-25

-20

-15

-10

-5

0

1 3 5 7 9 11 13 15 17 19 21 23 25 27 29 31 33 35 37 39 41 43 45 47 49 51 53 55 57 59

T（経過時間・分）

D

（
深
度
・
ｍ

）

潜水ボンベ（12㍑）の場合

新型資器材の場合

潜水作業時間の拡大 

水中の状況 

 

 

 

 

 

 

航路標識の防災対策 

▲耐震補強前 ▲鉄筋コンクリートを用い建物

及び基礎の補強を実施 
▲耐震補強後 

航路標識の耐震補強 

航路標識の耐波浪補強 

▲波浪にさらされる基礎部分を補強 

航路標識の自立型電源化 

太陽光発電 

ソーラーパネル

▲航路標識の電源を太陽電池に変更 
（停電時も運用が可能） 

がれきが散乱する中での潜水 
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３３３．．．海海海洋洋洋権権権益益益ををを保保保全全全すすするるるたたためめめののの海海海洋洋洋調調調査査査等等等ののの推推推進進進   
      

７,３１４（１，９１７）百万円   

 

 

(1) 海洋調査能力の向上（重点化措置枠） 

５，４００（０）百万円 

 

 ① 自律型潜水調査機器（ＡＵＶ）の増強整備 

６８９（０）百万円 

我が国排他的経済水域等における海洋資源の開発・普及などの海洋

権益の保全に資するため、特に重要な海域について、深海底まで潜航

して海底地形等の精密なデータを取得することができる自律型潜水調

査機器（ＡＵＶ）を増強し、海洋調査能力を強化する。 

 

 

 ② 大型測量船の大規模改修等 

４，７１１（０）百万円 

海洋調査の主力である大型測量船「拓洋」について、新たに搭載さ

れるＡＵＶのための設備改修、船体及び主機関の延命工事等を行うと

ともに、同じく海洋調査の主力である大型測量船「昭洋」について、

機能の低下したマルチビーム測深機等の搭載機器を更新し、海洋調査

能力の向上を図る。 

 

 

 

(2) 海洋情報の一元化 

 １，９１４（１，９１７）百万円 

当庁保有の自然情報（海底地形、海流等）や社会情報（訓練区域、

漁業権区域等）を一度に画面上に重ね合わせて表示することが可能と

なる海洋政策支援情報ツール（海洋台帳）の整備等を引き続き推進す

る。 
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測量船「拓洋」

格納庫の設置

（ＡＵＶを2機搭載） 

発電機の新替 主機遠隔操縦装置の機能更新 

 

 

 

 

 

 

自律型潜水調査機器（ＡＵＶ）の増強整備 

ＡＵＶ（Autonomous Underwater Vehicle）は、

海底近傍(約50m程度)まで潜航の上、プログ

ラムされた経路を自動航走しつつ、調査を行

うことで、精密なデータが取得できる。 

現状の測量船搭載の機器では、深海底の

場合は調査可能密度が粗く、十分な精度

のデータが取得できない。 

水深約2,000m、海底からの高さ

約50mでの取得データイメージ 
（データ密度が濃い） 

水深約2,000mでの取得データ 
イメージ（データ密度が粗い） 

ＡＵＶによる調査 
（海底近傍まで潜航） 

現状の測量船による調査 
（マルチビーム使用） 

 

 

 

大型測量船の大規模改修等

全長 約 96.0 メートル  幅 約 14.2 メートル 

深さ 約 7.3 メートル 総トン数 約 2,400 トン 

（昭和58年8月就役） 
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４４４．．．情情情報報報管管管理理理ののの強強強化化化   
      

０（０）百万円 

（５ヵ年計画：総額５，４５８百万円）   

(1) 情報システムのセキュリティ対策の推進 

  情報流出の再発防止を図るべく、情報システムのクローズ化（海上保

安庁内のシステムを外部から遮断）や、データ持ち出しのシステム的な

制限等を行うことによりセキュリティ対策を強化する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 情報管理体制の強化（機構要求） 

  情報管理に万全を期し、情報流出の再発を防止するため、実効的かつ

強力な情報管理体制を構築する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

情報システムのセキュリティ対策の推進 

【海上保安庁】 サイバー攻撃！ 

・オープン系でセキュリティが弱い 

※ 特定の業務に限定使用する端末のみ

クローズ系システムを採用 

（整備規模が小さい） 

・陸上及び船艇のネットワークをクローズ化 

・データ持ち出しのシステム的な制限 

・認証管理機能を強化し、問題発生時の原

因究明を迅速化 

情報搾取！ 

現状及び問題点 

業業務務にに常常用用すするる各各人人のの端端末末かからら  

外外部部にに接接続続可可能能（（オオーーププンン系系シシスステテムム））
業業務務にに常常用用すするる各各人人のの端端末末をを  

外外部部かからら遮遮断断（（ククロローーズズ系系シシスステテムム）） 

将来 

 

 

 

 

 

 

情報管理体制の強化 

管区本部総務部に「情報・システム管理官」の設置 

情報管理に係る施策について総合的に推進。 

管区本部総務部に「情報通信課」の設置（第三～七本部） 

情報セキュリティ対策をはじめとする情報通信施策を着実に実施。 

※ 現行のクローズ系システムは上記に

統合した上で、対外的業務や情報収集

に必要な範囲でオープン系システムを

運用（セキュリティ向上も併せて実施） 
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５５５．．．安安安全全全・・・安安安心心心ででで効効効率率率的的的ななな海海海上上上交交交通通通ののの実実実現現現（（（公公公共共共事事事業業業）））   
      

５，２１６（４，４７４）百万円 

(1) 航路標識の防災対策（再掲） 

１，１４４（０）百万円 

 

(2) 新たな情報技術を活用した海上交通基盤の充実強化等 

４，０７２（４，４７４）百万円 

ＡＩＳ等の新たな情報技術を活用した海上交通センターの機能拡充を

図る等の航路標識整備事業を重点的かつ計画的に実施する。 

 

 

港則法及び海上交通安全法の一部を改正する法律 平成22年7月1日施行

〇ふくそう海域での制度改正 
危険防止のための情報提供及び聴取義務 

航法の遵守と危険防止のための勧告及び報告 

視界制限時における航路外待機指示 等 

新たな情報技術を活用した海上交通基盤の充実強化 

【ふくそう海域における安全対策】 

 ＶＨＦの聴取義務 

海上交通センター 

管制官の権限強化（勧告・航路外待機指示等）

管制官による管制の状況 

レーダー画面 

 〇 管制官の権限強化に伴うＶＨＦ等の二重化による障害時対策 

○ 管制官の権限強化に伴う運用管制支援のための問題事例（インシデント） 
情報管理装置の整備 
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